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１.２.２ 生活圏等 

（１）通勤圏・通学圏 

国勢調査を基に、印西市居住者の勤務先・通学先、印西市で勤務・通学する人の居住地を把

握しました。 

 

図 1 印西市に居住する就業者・通学者の勤務地・通学先 

 
図 2 印西市へ勤務・通学する就業者・通学者の居住地 

凡 例 

       JR 線 

       私鉄 

       鉄道駅 

 

出典：平成２７年国勢調査  
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常住地・従業地による15歳以上就業者数・通学者数（平成27年）【人】

◆印西市に居住する就業者・通学者の勤務先・通学先 

・印西市内での通勤・通学者が 1万人以上と最も多くなっています。市外では成田市、佐倉市、

八千代市、白井市、柏市といった隣接市のほか、鉄道利用が便利な船橋市、松戸市、東京都

心部などで多くなっています。 

◆印西市へ通勤・通学する就業者・通学者の居住地 

・印西市内での通勤・通学者が 1万人以上と最も多くなっています。市外では、我孫子市、白

井市、八千代市、佐倉市、船橋市など近隣地域が多くなっています。 
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（２）日常生活圏 （私事目的における移動の起終点） 

 
図 3 印西市から他地域への移動（自宅-私事目的） 

 

図 4 他地域から印西市への移動（自宅-私事目的） 

凡 例 

       JR 線 

       私鉄 

       鉄道駅 

 

出典：平成 3０年東京都市圏パーソントリップ調査 

注）本図は、平成 3０年東京都市圏パーソントリップ調査の地域区分（計画基本ゾーン）を基に集計しているた

め、同一市でも着色が異なる箇所があります。 

注）「トリップ」とは、ある目的をもって起点から終点へ移動する際の単位であり、複数の交通手段を乗り継いで

も、１つの目的で移動した場合、１トリップとします。  
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・私事目的での印西市からの移動は、成田市、白井市、船橋市の一部地域で多く、そのほか、

隣接地域や柏市、松戸市など鉄道利用が便利な地域で比較的多く見られます。 

・私事目的での印西市への移動は、白井市、佐倉市の一部で多く、そのほか、隣接地域からも

比較的多くなっています。 

・私事目的では、「他地域から印西市へ」の移動が「印西市から他地域へ」の移動よりも広範囲

でトリップ数が多く、買い物などで他地域から千葉ニュータウン地区に立地する大型商業施

設などへ来訪する人が多いものと考えられます。 

 

no 

/・ 
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（３）商圏 

 

 

 

出典：平成 30年度消費者購買動向調査報告書（千葉県） 

図 5 印西市および周辺市町村の第１次商圏 

 

注）第１次商圏とは、衣料品に対する消費者の購買地への吸引率（各市町村それぞれの消費者のうち、商圏

の中心となる市町村で衣料品を購入する消費者の割合）が 30％を超える市町村の範囲のことを指します。ま

た、吸引率が 10％以上 30％未満の市町村を第２次商圏、5％以上 10％未満の市町村を第３次商圏として

います。（平成３０年度消費者購買動向調査報告書（千葉県）より） 
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　　　　　　　JR線 印西1次商圏 千葉商圏 八千代商圏

　　　　　　　私鉄 印西2次商圏 成田商圏 佐倉商圏

印西3次商圏 船橋商圏 松戸商圏

柏商圏 野田商圏

東金商圏 第1次商圏なし・千葉県外

凡　例

第1次商圏（衣料品の購買地への吸引率が30％以上）印西商圏

・「平成 30 年度消費者購買動向調査報告書」（千葉県）では、衣料品に対する消費者の購買地

への吸引率（他市町村からみれば流出率）を基準に商圏を設定しており、「主要商圏」の一つ

として印西商圏が設定されています。 

・その印西商圏においては、第１次商圏が印西市と白井市、第２次商圏は栄町、我孫子市、第

３次商圏は鎌ケ谷市、佐倉市となっています。印西市は千葉ニュータウン地区に多くの大規

模商業施設が立地しているため主要商圏の一つとなっており、周辺地域から買い物客が来訪

しているものと考えられます。 
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１.２.３ 産業・経済 

（１）事業所数 

 

 

出典：事業所・企業統計調査、経済センサス 

図 6 印西市の産業別事業所数の推移 

 

注）構成比は小数点第２位を四捨五入しているため、合計が 100％にならない場合があります。 

出典：事業所・企業統計調査、経済センサス 

図 7 印西市の産業別事業所数の割合  
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・印西市の事業所数は、平成 11年(1999年)の 1,844から増減を繰り返し、平成 28年(2016年)

には 2,246へと増加しました。産業別では第 3次産業が最も多くなっています。 

・なお、平成 28年(2016年)の産業別構成比は、第１次産業が 1.4％、第２次産業 16.7％、第

３次産業 82.0％で、千葉県全体と比べ、第 1、2次産業の割合が若干高くなっています。 

1844   2125   1891   2259   2450   2223   2462   2246 
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（２）主な事業所の立地状況（民営の事業所） 

  

 

凡 例 

       JR 線 

       私鉄 

       鉄道駅 

       バス路線 

 

出典：平成２６年経済センサス 

図 8 印西市の民営事業所立地状況 

  

・印西市の民営事業所の立地状況を町丁字ごとに見ると、千葉ニュータウン中央駅周辺、印西

牧の原駅周辺に多く立地しています。 

事業所数（民営）平成 26 年 
1  50  150  300 事業所数 
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（３）産業別就業人口 （常住地就業人口） 

 

出典：国勢調査 

図 9 産業別就業人口の割合 

（４）産業別従業人口 （従業地就業人口） 

 

 出典：国勢調査 

図 10 産業別従業人口の割合  
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17.0%

1.3%

3.2%

5.7%

6.1%

6.3%

6.3%

2.3%

1.8%

1.4%

1.3%

1.5%

1.8%

1.7%

2.5%

25.0%

33.5%

38.4%

39.5%

39.2%

40.5%

40.5%

4.2%

4.2%

3.9%

3.5%

3.2%

3.0%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H2

H7

H12

H17

H22

H27

(印西市)

H27

(千葉県)

第１次産業 第2次産業 電気・ガス・水道等

運輸業、通信業 卸売業、小売業 金融業、保険業

不動産業 サービス業 公務

・印西市の産業別就業人口の構成比は、第１,２次産業が縮小する一方、サービス業が拡大し

ています。その結果、平成 27年(2015年)では、第１次産業が 4.1％、第２次産業 16.9％で、

第３次産業のうちサービス業が 36.7％と最も高くなっています。 

・千葉県全体と比較すると、第１次産業、金融業・保険業、公務の割合が 1ポイント以上高く、

反面、第２次産業は低くなっています。 

・印西市の産業別従業人口の構成比は、第１,２次産業が縮小する一方、サービス業が拡大し

ています。その結果、平成 27年(2015年)では、第１次産業が 5.5％、第２次産業 12.4％で、

第３次産業のうちサービス業が 40.5％と最も高くなっています。 

・千葉県全体と比較すると、第１次産業、運輸業・通信業、卸売業・小売業、金融業・保険業

の割合が高くなっています。このことは、千葉ニュータウン地区にこれらの企業や商業施設

が多く立地していることが要因と考えられます。 
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（５）メッシュ別従業人口 

 １）メッシュ別従業人口 

 

 

出典：経済センサス 

図 11 従業人口メッシュ（平成２８年） 

  

千千千千千葉葉葉葉葉ニニニニニュュュュューーーーータタタタタウウウウウンンンンン中中中中中央央央央央千千千千千葉葉葉葉葉ニニニニニュュュュューーーーータタタタタウウウウウンンンンン中中中中中央央央央央

木木木木木下下下下下

印印印印印旛旛旛旛旛日日日日日本本本本本医医医医医大大大大大

印印印印印西西西西西牧牧牧牧牧ののののの原原原原原

印印印印印旛旛旛旛旛日日日日日本本本本本医医医医医大大大大大

布布布布布佐佐佐佐佐

安安安安安食食食食食

小小小小小林林林林林

京京京京京成成成成成酒酒酒酒酒々々々々々井井井井井

　　　　　　　JR線

　　　　　　　私鉄 0 または秘匿 100 以上 150 未満 250 以上 300 未満

　　　　　　　鉄道駅 1 以上 50 未満 150 以上 200 未満 300 以上 1000 未満

　　　　　　　バス路線 50 以上 100 未満 200 以上 250 未満 1000 以上

凡　例

全従業人口（平成28年）【人】

・千葉ニュータウン地区や木下駅周辺で従業人口が多く、特に、千葉ニュータウン中央駅から

印西牧の原駅にかけた北総線（国道 464号）の沿線において、従業人口の多いメッシュが見

られます。これらのメッシュ（300人以上）では、企業、大規模商業施設、病院、公共施設、

工業団地の立地が見られます。 

※従業人口とは、調査対象の事業所に所属して働いている全ての人の数を指す。（調査対象

の事業所に所属していて、他の事業所へ出向または派遣されている人も含まれる。逆に、調

査対象の事業所で働いていても、他の事業所に所属している場合は含まれない。） 
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 ２）メッシュ別従業人口 【従業人口の変化（平成１８年から平成２８年）】 

 

 

出典：事業所・企業統計調査、経済センサス 

 

 

図 12 従業人口メッシュの変化（平成１８年から平成２８年） 

  

千千千千千葉葉葉葉葉ニニニニニュュュュューーーーータタタタタウウウウウンンンンン中中中中中央央央央央千千千千千葉葉葉葉葉ニニニニニュュュュューーーーータタタタタウウウウウンンンンン中中中中中央央央央央

木木木木木下下下下下

印印印印印旛旛旛旛旛日日日日日本本本本本医医医医医大大大大大

印印印印印西西西西西牧牧牧牧牧ののののの原原原原原

印印印印印旛旛旛旛旛日日日日日本本本本本医医医医医大大大大大

布布布布布佐佐佐佐佐

安安安安安食食食食食

小小小小小林林林林林

京京京京京成成成成成酒酒酒酒酒々々々々々井井井井井

・平成 18 年(2006 年)から平成 28 年(2016 年)までの間の従業人口の変化を見ると、千葉ニュ

ータウン中央駅から印西牧の原駅にかけた北総線（国道 464号）の沿線や、流通・工業系の

企業が立地する松崎台地区での増加が特徴的です。 

・一方、千葉ニュータウン地区でも減少の大きいメッシュがあるほか、木下駅周辺で減少して

いるメッシュが多くなっています。 

松崎台地区 

　　　　　　　JR線

　　　　　　　私鉄 -400 未満 1 以上 100 未満

　　　　　　　鉄道駅 -400 以上 -200 未満 100 以上 200 未満

　　　　　　　バス路線 -200 以上 -100 未満 200 以上 400 未満

-100 以上 0 未満 400 以上 800 未満

0 または不詳 800 以上

凡　例

従業人口の変化量（人）（平成28年　-　平成18年）
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１.２.４ 主要施設 

（１）公共公益施設 

 

 

 

 

 

出典：国土数値情報、印西市 HP（令和元年 10月現在） 

 

図 13 公共公益施設の立地状況 

  

千葉ニュータウン中央千葉ニュータウン中央

木下

印旛日本医大

印西牧の原

印旛日本医大

布佐

安食

小林

京成酒々井

千千千千千葉葉葉葉葉ニニニニニュュュュューーーーータタタタタウウウウウンンンンン中中中中中央央央央央千千千千千葉葉葉葉葉ニニニニニュュュュューーーーータタタタタウウウウウンンンンン中中中中中央央央央央

木木木木木下下下下下

印印印印印旛旛旛旛旛日日日日日本本本本本医医医医医大大大大大

印印印印印西西西西西牧牧牧牧牧ののののの原原原原原

印印印印印旛旛旛旛旛日日日日日本本本本本医医医医医大大大大大

布布布布布佐佐佐佐佐

安安安安安食食食食食

小小小小小林林林林林

京京京京京成成成成成酒酒酒酒酒々々々々々井井井井井

・公共公益施設は、印西市の各地域に点在していますが、主に人口が集積する地域に多くが立

地しています。 

・また、施設の多くがバス停 300m 圏内または近傍に立地しており、公共交通による接続が概

ね、図られていると言えます。 

JR線

私鉄 市役所・支所・出張所・公民館

鉄道駅 教育機関(幼、保、小、中、高、大、専門、特別支援)

バス路線 警察機関

バス停300ｍ圏 大型公園等その他の公共公益施設

凡　例
公共公益施設
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（２）医療機関・福祉施設 

 

 

 

 

 

出典：国土数値情報、印西市 HP（令和元年 10月現在） 

図 14 医療機関・福祉施設の立地状況 

 

  

千葉ニュータウン中央

印旛日本医大

千葉ニュータウン中央

印西牧の原

印旛日本医大

木下

布佐

安食

小林

京成酒々井

千千千千千葉葉葉葉葉ニニニニニュュュュューーーーータタタタタウウウウウンンンンン中中中中中央央央央央

印印印印印旛旛旛旛旛日日日日日本本本本本医医医医医大大大大大

千千千千千葉葉葉葉葉ニニニニニュュュュューーーーータタタタタウウウウウンンンンン中中中中中央央央央央

印印印印印西西西西西牧牧牧牧牧ののののの原原原原原

印印印印印旛旛旛旛旛日日日日日本本本本本医医医医医大大大大大

木木木木木下下下下下

布布布布布佐佐佐佐佐

安安安安安食食食食食

小小小小小林林林林林

京京京京京成成成成成酒酒酒酒酒々々々々々井井井井井

・医療機関は、千葉ニュータウン地区や木下駅周辺、小林駅周辺に多く立地しています。一方、

福祉施設は鉄道駅から離れた地域に立地している場合も見られます。 

・また、バス停 300m 圏内または近傍に立地している施設が多くなっていますが、印西総合病

院は、鉄道駅、バス停からやや離れた場所に立地しています。 

 

JR線

私鉄 病院

鉄道駅 診療所(医科)

バス路線 高齢者福祉施設

バス停300ｍ圏 障害者福祉施設

凡　例
医療機関・福祉施設

印西総合病院 
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（３）金融機関 

 

 

 

 

出典：各事業者 HP（令和元年 10月現在） 

図 15 金融機関の立地状況 

  

千葉ニュータウン中央千葉ニュータウン中央

木下

印旛日本医大

印西牧の原

印旛日本医大

布佐

安食

小林

京成酒々井

千千千千千葉葉葉葉葉ニニニニニュュュュューーーーータタタタタウウウウウンンンンン中中中中中央央央央央千千千千千葉葉葉葉葉ニニニニニュュュュューーーーータタタタタウウウウウンンンンン中中中中中央央央央央

木木木木木下下下下下

印印印印印旛旛旛旛旛日日日日日本本本本本医医医医医大大大大大

印印印印印西西西西西牧牧牧牧牧ののののの原原原原原

印印印印印旛旛旛旛旛日日日日日本本本本本医医医医医大大大大大

布布布布布佐佐佐佐佐

安安安安安食食食食食

小小小小小林林林林林

京京京京京成成成成成酒酒酒酒酒々々々々々井井井井井

・金融機関は、鉄道駅の近傍やバスが走行する主要な道路の沿道に立地しています。そのため、

全ての施設がバス停 300m圏内にあります。 

JR線

私鉄 郵便局

鉄道駅 銀行・信用金庫

バス路線 農業協同組合

バス停300ｍ圏

凡　例
金融機関
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バス停300ｍ圏

大規模商業施設届出面積（㎡)

（４）大規模商業施設 

 

 

凡 例 

    JR 線 

    私鉄 

    鉄道駅 

    バス路線 

  

出典：「千葉県市町村別大規模小売店舗名簿（平成３０年１２月末）」(千葉県) 

図 16 大規模商業施設の立地状況 

 

  

千葉ニュータウン中央千葉ニュータウン中央

木下

印旛日本医大

印西牧の原

印旛日本医大

布佐

安食

小林

京成酒々井

千千千千千葉葉葉葉葉ニニニニニュュュュューーーーータタタタタウウウウウンンンンン中中中中中央央央央央千千千千千葉葉葉葉葉ニニニニニュュュュューーーーータタタタタウウウウウンンンンン中中中中中央央央央央

木木木木木下下下下下

印印印印印旛旛旛旛旛日日日日日本本本本本医医医医医大大大大大

印印印印印西西西西西牧牧牧牧牧ののののの原原原原原

印印印印印旛旛旛旛旛日日日日日本本本本本医医医医医大大大大大

布布布布布佐佐佐佐佐

安安安安安食食食食食

小小小小小林林林林林

京京京京京成成成成成酒酒酒酒酒々々々々々井井井井井

・大規模商業施設は、千葉ニュータウン中央駅から印西牧の原駅にかけた北総線（国道 464号）

の沿線に多く、その規模も 10,000 ㎡を超える店舗が多く立地しています。これらは、鉄道

やバスなど公共交通による来店、また、国道 464号（北千葉道路）という車線数の多い道路

での来店が便利であり、立地が集中しています。 

・その他の地域では、木下駅、小林駅、印旛日本医大駅の近傍に比較的規模の小さい商業施設

が立地しています。 

1,000 5,000 10,000 25,000 ㎡ 
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１.２.５ 財政状況 

（１）財源別歳入 

 

【平成２２年度】 【平成２９年度】 

  

出典：印西市財政状況資料集（平成２２年度、平成２９年度） 

図 17 印西市の財源別歳入 

 

 

出典：財政状況資料集（印西市・成田市・佐倉市・八千代市・柏市・白井市 

・我孫子市・富里市・四街道市・八街市）（平成２９年度） 

表 1 財源の自主および依存率の周辺市との比較 

  

自主財源

243.4億円
67.6%

依存財源

116.9億円
32.4%

市税

150.5億円
41.8%

諸収入

42.0億円
11.7%

繰越金

17.8億円
4.9%

繰入金

26.5億円
7.4%

使用料・手数料

5.3億円
1.5%

その他

1.3億円
0.4%

国庫支出金

45.5億円
12.6%

市債

17.7億円
4.9%

地方交付税

23.9億円
6.6%

地方消費税

交付金

7.2億円
2.0%

地方譲与税

3.8億円
1.1%

県支出金

13.0億円
3.6%

その他

5.8億円
1.6%

歳入総額

360.3億円

自主財源

253.3億円
70.8%

依存財源

104.6億円
29.2%

市税

199.0億円
55.6%

諸収入

21.6億円
6.0%

繰越金

12.8億円
3.6%

繰入金

11.5億円
3.2%

使用料・手数料

4.1億円
1.1%

その他

4.3億円
1.2%

国庫支出金

40.3億円
11.3%

市債

3.9億円…

地方交付税

16.0億円
4.5%

地方消費税

交付金

14.9億円
4.2%

地方譲与税

3.5億円
1.0%

県支出金

19.7億円
5.5%

その他

6.3億円
1.8%

歳入総額

358.0億円

自主財源 依存財源

印西市 70.8% 29.2%
成田市 68.5% 31.5%
佐倉市 64.5% 35.5%
八千代市 62.8% 37.2%
柏市 62.1% 37.9%
白井市 58.7% 41.3%
我孫子市 56.4% 43.6%
富里市 55.7% 44.3%
四街道市 55.5% 44.5%
八街市 43.8% 56.2%

市名

財源（平成29年度）

・印西市は、自主財源比率が平成 29年度(2017年度)で 70.8％と、近隣の市と比べ高くなって

います。さらに、平成 22 年度(2010 年度)と平成 29 年度(2017 年度)を比較すると、自主財

源の金額が増加し、自主財源比率も上昇しています。 
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（２）目的別歳出 

 

【平成２２年度】 【平成２９年度】 

  

注）印西市として合併後の初年度にあたる平成 22年度と平成 29年度を比較しました。 

出典：印西市財政状況資料集、印西市会計別決算総括表（平成２２年度、平成 29年度） 

図 18 印西市の目的別歳出 

 

 

義務的経費

127.7億円
38.7%

投資的経費

88.5億円
26.8%

その他経費

114.2億円
34.6%

人件費

59.4億円
17.9%

扶助費

37.7億円
11.3%

公債費

30.6億円
9.2%

普通建設事業費（単独）

35.9億円
10.8%

普通建設事業費（補助）

52.6億円
15.8%

災害復旧費

0.1億円
0.0%

物件費

44.3億円
13.3%

補助費等

42.2億円
12.7%

積立金

7.9億円
2.4%

経常的繰出金

17.2億円
5.2%

投資・出資金・

貸付金

0.9億円
0.3%

臨時的繰出金

1.6億円
0.5%

維持補

修費

1.8億円
0.5%

歳出総額

332.2億円

義務的経費

148.2.0億円
44.2%

投資的経費

43.3億円
12.9%

その他経費

144.1億円
42.9%

人件費

58億円
17.3%

扶助費

68.8億円
20.5%

公債費

21.4.0億円
6.4%

普通建設事業費（単独）

29億円
8.6%

普通建設事業費（補助）

14.1.0億円
4.2%

災害復旧費

0.2億円
0.1%

物件費

53.4億円
15.9%

補助費等

48億円
14.3%

積立金

17.6億円
5.2%

経常的繰出金

22.1億円
6.6%

投資・出資金・貸付金

0.7億円
0.2%

臨時的繰出金

0.7億円
0.2%

維持補

修費

1.6億円
0.5%

歳出総額

335.7億円

・目的別歳出額及び構成比を、平成 22 年度(2010 年度)と平成 29 年度(2017 年度)で比較する

と、義務的経費割合が 38.2％から 44.2％へと拡大し金額も増加しており、その多くが扶助

費によるものです。一方、投資的経費の割合は 26.8％から 12.9％へと縮小し、金額はほぼ

半減となっています。また、バスの運行補助が含まれる補助費等は、12.7％から 14.3％へと

拡大し、金額も増加しています。 

・このように、投資的経費や補助費等が縮小する一方で、義務的経費が拡大しており、今後の

生産年齢人口の減少、高齢者人口の増加が予想される中では、税収が減少する一方で扶助費

が増加することが考えられます。そのため、歳出に係る様々な経費の削減、事業の効率化が

求められることが予想されます。 


